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会員各位

特定非営利活動法人日本PFI･PPP協会

理事長　植田和男

「観光資源創造官民連携事業」部会のご案内（その２）

拝啓、残夏の候、貴社いよいよご清栄のこととお喜び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、先月24日（水）にご案内致しました「観光創造館PFI事業」部会について、多方面よりご支援、ご参加を頂いております。部会の活動内容等に関し、分かりにくいとのご指摘もあり、別紙の通りご説明申し上げます。尚、部会名に関し、「箱物PFI事業」ではとの誤解も見受けられましたので名称を「観光資源創造官民連携事業」部会に変更を致しました。
本部会は、①今後、財政危機に直面する多くの地方自治体の歳入増加及び地域の雇用創造による地域の存続・発展に最も効果的に貢献する観光資源、観光産業を「民間有識者等の新たな視点」で創り出すこと、②観光資源･観光産業創造活動への国の支援策を調査、提案することを主な目的としています。観光資源創造とは、例えば、現在、個々の農産品、農産品を生み出す田園、農産品使った伝統料理、料理の作り方、料理の名人、食事の際の礼儀作法（おもてなし）等、日本の食文化・伝統そのものを観光資源として有効に使うことです。多くの内外観光客を地方に誘致し、地域経済を活性化し、それらを育む美しい国土を守ることが出来ます。都市部においても、既存の観光資源の最適な組み合わせツアーに最適なガイドの案内、国際会議・学会を見せる、エコオフィス・最新鋭工場を見せるツアー、新たな観光資源としての統合型リゾート誘致等、観光資源は無限です。官民連携で推進する「観光資源創造官民連携センター」と新しい視点での観光資源の創造及び観光客誘致を目的とする「官民連携経営戦略」によって国内、海外から多くの観光客を誘致することが可能です。部会へのご参加をご検討頂けます様お願い申し上げます。
敬具

記

1. 開催時期・開催場所　：月1回、東京都内（第１回の部会は、９月中旬頃を予定しております。）

　　　　　　　　　　　　（特別会員【行政】は、部会メンバーリストに掲載を条件として欠席は認められ各回の資料、情報等を後日受領できる）

2. 参加費用　　　　　　：特別会員（行　　政）　無料

　　　　　　　　　　　　　一般会員（民間企業）　三千円（会議室及び資料代等）
以上

2013年8月吉日
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「観光資源創造官民連携事業」部会の活動内容
	
	
	基本的認識
3 地域の存続、地域の文化・伝統を保持するために、観光資源の創造が必要。
4 観光資源創造、観光客誘致戦略作成、雇用機会創出を検討する“場”が必要。（観光資源創造官民連携センターの創設）
5 「観光施設」はPFI法における「公共施設等」の施設の一つである。
6 国は、「観光立国」の実現のために、観光分野への財政的支援を拡大すべき。


	
	
	部会活動
1 PPP・PFIに基づく観光資源創造事業への国、民間団体等の支援策の調査及び提言を行う。
2 部会活動及び観光資源創造（センター）事業支援のための「有識者委員会」を設立。
3 新たな視点による「観光資源創造プロセス」の構築と運用
4 民間投資誘致のスキーム等の研究
5 当該事業の立ち上げを希望する地方自治体支援
6 IR等の導入を希望する地方自治体支援（特に合意形成活動）


	
	
	センター創設及び活動
· 未活用施設等の既存の施設、或いは新設によってセンターを設置する。
· センターは事務所、会議室、研究室・試作室、準備室等で構成され賃貸とする。
· センター内に「観光資源創造官民連携会議」を立ち上げる。メンバーとして地方自治体、地元企業、住民、協会が派遣する有識者、協会職員等（随時）。観光資源の創造及び事業化に関するスキーム等を構築する。
· IR等、新しい観光事業に関する合意形成のプロセス支援
· マーケティング・広報のためのスキーム検討


	
	
	事業化支援
· 新たな観光資源事業化のための組織設立支援。
· 資金調達支援
· マーケティング・広告用ムービー、パンフレット、ホームページ等作成支援



	ＦＡＸ送信先 ： ０３－６８０９－２２９２
Ｅ-mail      ： info@pfikyokai.or.jp
	【申込締切日：平成25年9月13日（金）】




	「観光資源創造官民連携事業部会」

参加申込書


ご記入日：平成　25　年　　月　　日

	ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名前

	ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名（団体名）
	部署
	役職

	連絡先　〒 


	ＴＥＬ.                         　　ＦＡＸ.

	Ｅ-mail.　


【申込締切日：平成25年9月13日（金）】

※ 大変お手数ですが、平成25年9月13日（金）までにFAX又はメールにてお申込みください。


部会活動





観光資源創造官民連携センター創設及びセンター活動支援





観光資源創造事業化支援





お問合せ・お申込先


特定非営利活動法人日本PFI・PPP協会 


事務局　野田 / 兵藤


TEL: 03-6809-2259 / FAX: 03-6809-2292


E-mail: info@pfikyokai.or.jp	








